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１ 産業連関表の構造 

 

（1） 産業連関表の全体的な構成 

 

  産業連関表（取引基本表）の全体的な構成は地域内表で見ると、図１－１のよう

な構造になっている。表頭には「中間需要」及び「最終需要」が、表側には「中間

投入」及び「粗付加価値」の部門が並び、それらの交点に部門間の取引額が記載さ

れる。 

 このうち、「中間需要」と「中間投入」の間で取引される部分は「内生部門」と呼

ばれ、各産業の間における原材料や燃料等の取引を表している。 

 また、「粗付加価値」は生産活動のために必要となった労働や資本、間接税などの

要素費用を示している。具体的には、交際費などの「家計外消費支出」、賃金・俸給

などの「雇用者所得」、利潤などの「営業余剰」、減価償却などの「資本減耗引当」、

消費税などの「間接税（関税・輸入商品税を除く。）」、産業振興などの目的により政

府から交付される「経常補助金」が該当する。 

 「最終需要」は最終的に財・サービスを需要する部門であり、主として財・サー

ビスの消費及び投資額を示す。具体的には、家計、企業、政府などによる「消費支

出」、建設物、機械、装置など固定資産への支出である「固定資本形成」、販売や出

荷待ちの商品などの「在庫純増」、産業連関表の対象地域外への「移出」、国外への

「輸出」が該当する。なお、移入及び輸入は内生部門、最終需要部門で消費及び投

資額として計上されていることから、マイナスで表記される。 

 

図１－１ 産業連関表（地域内表） 

 
 

（2） 投入及び産出の構造 

 

産業連関表の取引基本表は、縦方向に、その産業部門の財・サービスの生産に用

いられた原材料、燃料、労働力などへの支払いの内訳（費用構成）が並べられ、部

門ごとの「投入」構造が示される。なお、分類される部門（表頭）は原則として生

産活動単位（同一事業所内で２つ以上の生産活動が行われている場合、活動毎に分

類、いわゆるアクティビティベース）で表章される。 

また、横方向には、その産業部門の財・サービスがどの需要部門でどれだけ用い

られたのか、その販売先の内訳（販路構成）が並び、「産出」構造が示される。部門

（表側）の分類は原則として商品分類により表章される。 

そして、産業連関表の特徴として、販売された産出額（横）の合計と生産された

投入額（縦）の合計は一致し、それぞれ「生産額」として表章される。 

 

産業1 産業2 … … 消費 投資 在庫 移出 輸出
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・
・

・
・

中間投入
計

雇用者所
得

営業余剰

・
・
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生産額
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粗付加価値部門
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２ 東京都産業連関表の特徴 

 

（1） 東京都表の特徴 

 

ア 「地域内表」、「地域間表」の２形式 

都表は、全国を「東京都地域」と「その他地域」に区分したうえで、東京都の経

済活動を２つの表形式で掲載している。 

「地域内表」は、「東京都地域」内における経済活動を簡潔に表わすことに主眼を

おいた表で、「その他地域」との取引関係を移出又は移入として一括して表している。 

一方、「地域間表」は、「東京都地域」と「その他地域」の取引基本表を並列し、

両地域の相互依存関係が読み取れるようになっている。 
 

図２－１ 地域間表の構成 

 

注：地域内表（図１－１）で示された「移出」は地域間表（図２－１）では「移出１」及

び「移出２」に分解され、地域内表の「移入」は地域間表の「移入１」及び「移入２」

に分解される。 

 

イ 本社部門の特掲 

 都表は、東京都及びその他地域の本社活動を独立部門としてそれぞれ特掲し、財・

サービスの生産部門との経済取引を明らかにしている。 

 本社活動を独立部門として特掲することに伴い、地域間表における「東京都地域」

と「その他地域」の合計生産額は、全国産業連関表の生産額よりも大きくなる。し

かし、本社サービスは財・サービス部門の中間投入にすべて計上されることから、

「東京都地域」と「その他地域」の粗付加価値額の合計は、全国産業連関表の粗付

加価値額に一致する。 

推計方法は、本社従業者数を「本社建物で勤務する者のうち管理活動等に係る従

業者数」と定義し、本社生産額は、従業者数と「企業の管理活動等に関する実態調

査」で得た「管理活動に従事する１人あたり本社経費」の積とする。 

  ≪本社生産額＝１人あたり本社経費×管理活動等に従事する本社従業者数≫ 
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ウ 人の移動に伴う地域間取引の部門設定  

 人の移動に伴い東京都地域とその他地域との境界を越えて発生する消費は、（狭義

の）移出、移入とは別の地域間取引を生みだす。この実態を把握するため、都表で

は最終需要部門に図２－２のように部門を設定している。 

 

図２－２ 人の移動に伴う地域間取引を表す部門（統合小分類） 

部門名（統合小分類） 内    容 

東

京

都

地

域 

他県事業所家計外消費
支出 

その他地域の事業所が 東京都地域 内で消費す る交際

費、接待費並びに都内への出張に伴い支出される宿泊

費・日当等の支出額 

他県民支出（通勤・通学） 
東京都地域内へ通勤通学する他県民の、東京都地域内

での消費支出額 

他県民支出（その他；観
光,教育,医療等） 

通勤通学以外で都内を訪れた他県民の、東京都地域内

での消費支出額 

 

そ 

の 

他 

地 

域 

都事業所家計外消費支
出 

都内事業所がその他地域で消費する交際費、接待費並

びにその他地域への出張に伴い支出される宿泊費・日

当等の支出額 

都民支出（通勤・通学） その他地域へ通勤通学する都民の、その他地域内での

消費支出額 

都民支出（その他 ；教
育,医療等） 

通勤通学以外でその他地域を訪れた都民の、その他地

域内での消費支出額 

 

 

（2） 取引基本表の基本構造 

 

ア 生産者価格による評価 

  取引額を生産者の出荷価格（流通コストを含まない）で評価する「生産者価格

評価表」を採用している。 

イ 輸入品及び移入品の取り扱い 

地域内表は、地域内生産品と移入品、国産品と輸入品の区別を行わない競争移

輸入型である。地域間表は、地域内生産品と移入品とを区別して扱い、かつ国産

品と輸入品の区別を行わない非競争移入・競争輸入型である。 

ウ 消費税の扱い 

消費税については、流通段階での販売・購入価格をそのまま表示する「税込表」

を採用し、取引額には、納税段階の計算では控除される額も含めて計上している。 

エ 屑・副産物 

各部門で発生した屑・副産物は、「マイナス投入方式」によって処理する。屑・

副産物の回収・加工に係る経費は「再生資源回収・加工処理」部門に計上する。 

オ 移出入部門 

地域内表は東京都地域内の経済活動を表しており、その他地域との取引は「移

出」、「移入」部門に計上している。「移出」は東京都地域内で生産された商品のそ

の他地域への販売を表す。「移入」はその他地域で生産された商品の東京都地域内

での消費を表し、東京都地域内の取引と移入分の取引が計上されている中間需要、

最終需要から、移入分の取引のみを控除するためマイナス表示となっている。 
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カ 「都事業所家計外消費支出」「都民支出」部門 

地域内表において、東京都地域内に在る事業所または都民がその他地域で行う

消費は、東京都地域の取引額に含めて「都事業所家計外消費支出」「都民家計消費

支出」部門に計上した上で、別途「（その他地域における）都事業所家計外消費支

出」「都民支出」部門を設定し、「移入」と同様にマイナス表示により控除する形

をとっている。 

キ 輸出入品の価格評価 

「普通貿易」の輸出品は、本船受渡しの FOB 価格から、工場から空港・港湾に

至るまでに要した商業マージン及び国内貨物運賃を差し引いた価格により評価し

ている。また、「普通貿易」の輸入品は、国際貨物運賃及び保険料が含まれた CIF

価格で評価している。 

 

（3） 特殊な取扱い 

 

 取引基本表の作成に当たって、特殊な取扱いをするものを以下に挙げたが、それ

ぞれの内容は平成 23 年全国産業連関表での扱いと同一である。詳細は総務省ホーム

ページを参照のこと。 

ア 商業部門及び運輸部門 

イ 帰属計算 

  ・金融仲介サービス 

  ・生命保険及び損害保険 

  ・政府の建設物及び社会資本に係る資本減耗引当 

  ・持家等に係る住宅賃貸料（帰属家賃） 

ウ 仮設部門 

  ・鉄屑、非鉄金属屑  

・自家輸送（旅客自動車）及び自家輸送（貨物自動車） 

  ・事務用品 

エ 物品賃貸業の取り扱い（所有者主義） 

 

【総務省ホームページ】 

上記（2）ア～エ、キ及び（3）については全国の産業連関表報告書「平成 23 年（2011

年）産業連関表（－総合解説編－）」の以下の部分に解説が掲載されている。（第４

章第２節「９ 輸出及び輸入の価格評価(p99～)」、「10 取引基本表作成上の特殊な取

扱い(p100～)」） 

URL（http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/011index.htm） 

 

（4） 特別調査 

 

都表の推計のため、以下の特別調査を実施した。 

・「東京都企業の管理活動等に関する実態調査」（平成 24 年度実施） 

・「東京都商品流通調査」（平成 24 年度実施） 

  

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/011index.htm
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３ 平成 23 年表における変更点 

 

（1） 部門分類の変更等 

 

 平成 23 年全国産業連関表では、日本標準産業分類の平成 19 年 11 月改定を踏まえ

るとともに、経済構造の変化を勘案して部門分類の見直しが図られた。平成 23 年都

表においてもこの変更に準じて全国表と同様の部門変更を行い、これにより部門数

は基本分類で行部門 519 部門、列部門 398 部門となった。 

また、「調整項」の扱いも全国表と同様に、平成 17 年都表では「輸出計」の内訳

としていたが、平成 23 年都表では「都内需要合計」の内訳に変更した。 

平成 23 年都表の部門分類は第Ⅲ章の部門分類表を、平成 23 年全国表の部門分類

は以下を参照のこと。 

 

【総務省ホームページ】 

URL（http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/011index.htm） 

「平成 23 年（2011 年）産業連関表（－総合解説編－）」第３章第３節「４ 部門

分類（p64～）」 

 

（2） 本社部門 

 

 平成 17 年都表において、本社活動には財・サービス部門の部門数に対応した 66

部門を設定していたが、部門間で構造的な違いが少ないと考えられることから、平

成 23 年都表ではこれらを一本化し、「本社」1 部門とした。 

 

（3） 公表形式の変更 

 

 平成 23 年都表においては、利用者の利便性と利用頻度、推計精度等を考慮して、

以下のとおり変更を行った。 

 ア 基本分類表の公表を取りやめ、統合小分類表からの公表とした。 

 イ 従前は「参考」扱いであった地域内表については、地域間表と同じ扱いで統

計表を公表することとした。 

 

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/011index.htm
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（参 考 ）産 業 連 関 表 の作 成 状 況  

対象年次 

表
の
種
類 

 

部門数

 

公表年月 特 徴 等 

昭和 60 年 

（1985 年） 

基
本
表 

612 行×491 列  

597 行×476 列  

平成３年２月 

（1991 年） 

東京都の作成した第一回目の産

業連関表で、本社部門の推計等

を行った。 

昭和 63 年 

（1988 年） 

延
長
表 

611 行×490 列  

594 行×473 列  

平成５年３月 

（1993 年） 

昭和 60 年表の基本分類、概念を

基礎に推計した延長表である。 

平成２年 

（1990 年） 

基
本
表 

607 行×491 列  

595 行×479 列  

平成７年３月 

（1995 年） 

物品賃貸業等の推計を所有者主

義に変更し、また、消費税につ

いてはグロス表示とした。 

平成５年 

（1993 年） 

延
長
表 

51 行× 51 列  

51 行× 51 列  

平成９年８月 

（1997 年） 

平成２年表の基本分類、概念を

基礎に推計した延長表である。 

平成７年 

（1995 年） 

基
本
表 

599 行×484 列  

586 行×472 列  

平成 13 年３月 

（2001 年） 

93ＳＮＡへの対応として、「消費

概念の二元化」など９項目を取

り込んだ。 

平成９年 

（1997 年） 

延
長
表 

597 行×482 列  

584 行×470 列  

平成 14 年７月 

（2002 年） 

平成７年表の基本分類、概念を

基礎に推計した延長表である。 

平成 12 年 

（2000 年） 

基
本
表 

597 行×483 列  

585 行×471 列  

平成 18 年３月 

（2006 年） 

「介護」部門の新設、屑・副産

物の計上方法の変更、 93ＳＮＡ

への対応を行った。 

平成 17 年 

（2005 年） 

簡
易
延
長
表 

280 行×280 列

（地域内表のみ） 

平成 20 年３月 

（2008 年） 

平成 17 年全国表で予定していた

部門分類及び再生資源・回収加

工処理の表章方法で公表。 

平成 17 年 

（2005 年） 

基
本
表 

597 行×482 列  

586 行×471 列  

平成 22 年６月 

（2010 年） 

「社会福祉（産業）」部門等の新

設、「再生資源 ･回収加工処理」

部門の取り扱いを変更 

平成 20 年 

（2008 年） 

延
長
表 

27 行×27 列 

27 行×27 列 

平成 25 年 10 月 

（2013 年） 

平成 17 年表の構成を基に延長推

計した表。 

平成 23 年 

（2011 年） 

基
本
表 

191 行×191 列  

191 行×191 列  

平成 28 年 10 月 

（2016 年） 

本社部門を１本化し、統合小分

類からの公表とした。 

 ※  平成２年表までは総務局統計部と職員研修所調査研究室（当時）の共同で、平成５年表

からは総務局統計部が作成している。 

上段：東京都地域 

下段：その他地域 
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４ 産業連関表と都民経済計算との対応 

 

 産業連関表と経済計算は、双方とも一定期間における財・サービスの流れを捉え、

経済活動の主体を企業、家計、政府などに大別する点において共通である。経済計

算は都経済全体を１つの単位であるかのように取り扱うマクロの概念であるのに対

し、産業連関表は都経済を多くの部門に分類し、経済計算では捨象している財・サ

ービスの取引過程を詳細に捉えることに重点を置いている点で、相違がある。 

 産業連関表の外生部門（粗付加価値及び最終需要）と、経済計算の生産、支出と

は、同じ都経済の活動を捉えたものであり本来一致すべきものであるが、両者には

それぞれ独自の概念規定があり、そのままの形では完全には一致しない。（図４－１、

４－２） 

 

図４－１ 産業連関表と経済計算の主な相違点 

  産業連関表  経済計算  

対象期間  暦年（１月１日～12 月 31 日 ） 会計年度（４月１日～翌年３月 31 日） 

部門分類  アクティビティベース（生産活動ベース） 事業所ベース 

対象  属地主義（都内ベース） 属人主義（「生産」は都内ベース） 

家 計 外 消 費 支

出  

粗付加価値及び最終需要にそれぞれ

計上  

各産業の生産活動に直接必要とする経

費として中間投入部門に計上  

仮 設 部 門 及 び

自家部門  
設定している 設定していない 

消費税  
全ての課税対象について税込みの価格

で表示するグロス表示としている 

消費税は、設備投資、在庫投資について

前段階課税分の控除が認められているた

め、投資にかかる消費税額を投資額より

一括控除している（修正グロス方式） 

 

図４－２ 産業連関表と経済計算の対応関係 

産業連関表 調整項目 都民経済計算 

 

 

 

最終需要部門計＝ －家計外消費

支出 

≒ 都 内 総 生 産

（支出） 

 

 

粗付加価値部門計＝ －家計外消費

支出 

≒ 都 内 総 生 産

（生産） 

  

家計外消費支出 

民間消費支出 

一般政府消費支出 

都内総固定資本形成（公的） 

都内総固定資本形成（民間） 

在庫純増 

調整項 

移輸出 

（控除）移輸入 

家計外消費支出 

雇用者所得 

営業余剰 

資本減耗引当 

間接税 

（控除）補助金 



- 34 - 

５ 部門数及び作成統計表 

  

基本分類（非公表）は、〔行〕519 部門×〔列〕398 部門とした。本社部門を設け

ている分、全国表より部門数が多くなっている。 

統合分類表は全国表に準じて活動内容が類似する部門を統合しており、統合小分

類、統合中分類、統合大分類、14 部門分類の表を公表する。更に、利用者の利便性

を考えて７部門分類表を公表する。 

また、一般的な地域表である地域内表と併せて、地域間表についても統合表を公

表する。 

 表５－１、５－２は、今回公表する統計表を○で示したものである。各統計表は、

東京都公式ホームページ「東京都の統計」からダウンロードできる。 

 URL: http://www.toukei.metro.tokyo.jp/sanren/sr-index.htm 

 

表５－１ 地域内表 

部門の種類 統合小分類 統合中分類 統合大分類 14 部門分類 7 部門分類 

部門数 191 部門 109 部門 38 部門 14 部門 7 部門 

取引基本表 ○ ○ ○ ○ ○ 

投入係数表   ○   

逆行列係数表   ○   

生産誘発額表   ○   

生産誘発係数表   ○   

 

表５－２ 地域間表 

  
注：表５－１、５－２ともに、取引基本表は生産者価格評価表である。  

 部門の種類 統合小分類 統合中分類 統合大分類 14 部門分類 7 部門分類 

部
門
数 

東京都 191 部門 109 部門 38 部門 14 部門 7 部門 

その他地域 191 部門 109 部門 38 部門 14 部門 7 部門 

取引基本表 ○ ○ ○ ○ ○ 

投入係数表   ○   

逆行列係数表   ○   

生産誘発額表   ○   

生産誘発係数表   ○   

雇用表  ○ ○   

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/sanren/sr-index.htm
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６ 各種係数について 

  

産業連関表として作成される統計表には取引基本表、投入係数表、逆行列係数表

といった経済波及効果の推計用に利用される統計表など様々なものがある。ここで

は、それら統計表を具体的な数値例から概説する。 

 

（1） 取引基本表 

 

取引基本表は各産業間で取引された財・サービスを金額で表したものである。例

えば、表６－１の取引具体例で各種係数を考える。 

 

表６－１ 取引具体例                       （単位：百万円） 

 

＜取引内容＞ 

①「そば粉」を製造販売する工場は、原材料として農家から「そばの実」を４

億円購入。移入及び輸入した１億円の「そば粉」に、給与等の粗付加価値２

億円を足した７億円の「そば粉」をそば屋に販売。 

②「そば屋」は購入した「そば粉」を原料にそばを作り、家計（消費者）に 10

億円販売。また、1 億円を移輸出（外国人の国内での飲食は輸出になる）。 

 

 

（2） 投入係数表 

 

 投入係数とは、ある産業が１単位の生産をするのに必要な原材料等の単位を示し

たもので、原材料等の投入額を当該部門の生産額で除して求める。本ケースでは表

６－２の値を示す。 

 

 

 そばの実 
(その他の

食用耕種作

物) 

そば粉 

（製粉） 

そば屋 

（飲食サービス） 
家計 移 輸 出 移輸入 生産額 

そばの実 
（雑穀） 

0[𝑥11] 
 

400[𝑥12] 0[𝑥13] 0[𝐹1] 0[𝐸1] 0[−𝑀1] 400[𝑋1] 

 

そば粉 
(その他の

製粉) 

0[𝑥21] 100[𝑥22] 

 
700[𝑥23] 0[𝐹2] 0[𝐸2] −100[−𝑀2] 700[𝑋2] 

 

そば屋 
(飲食サー

ビス) 

0[𝑥31] 0[𝑥32] 0[𝑥33] 1,000[𝐹3] 100[𝐸3] 0[−𝑀3] 1,100[𝑋3] 

給与･儲け 
(粗付加価値) 

400[𝑉1] 200[𝑉2] 400[𝑉3] 

生産額 400[𝑋1] 700[𝑋2] 1,100[𝑋3] 

２ 

１ 

（ ）は産業 

連関表の部門名  
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表６－２ 投入係数表 

 そばの実 

（その他の食用耕

種作物） 

そば粉 

（製粉） 

そば屋 

（飲食サービス） 

そばの実 

（雑穀） 
0.00 [=

0

400
 , 𝑎11  ] 0.57 [=

400

700
 , 𝑎12  ] 0.00 [=

0

1100
 , 𝑎13  ] 

そば粉 

（その他の製粉） 
0.00 [=

0

400
 , 𝑎21  ] 0.14 [=

100

700
 , 𝑎22  ] 0.64 [=

700

1100
 , 𝑎23  ] 

そば屋 

（飲食サービス） 
0.00 [=

0

400
 , 𝑎31  ] 0.00  [=

0

700
 , 𝑎32  ] 0.00  [=

0

1100
 , 𝑎33  ] 

給与・儲け 

（粗付加価値） 
1.00 [=

400

400
 , 𝑣1  ] 0.29 [=

200

700
 , 𝑣2  ] 0.36 [=

400

1100
 , 𝑣3  ] 

生産額 1.00 [=
400

400
    ] 1.00 [=

700

700
    ] 1.00 [=

1100

1100
    ] 

 

 

表６－１及び表６－２を式で置き換えると、次の関係式が成立する。 

 
𝑎11𝑋1 + 𝑎12𝑋2 + 𝑎13𝑋3 + 𝐹1 + 𝐸1 − 𝑀1 = 𝑋1 
𝑎21𝑋1 + 𝑎22𝑋2 + 𝑎23𝑋3 + 𝐹2 + 𝐸2 − 𝑀2 = 𝑋2 ・・・① 
𝑎31𝑋1 + 𝑎32𝑋2 + 𝑎33𝑋3 + 𝐹3 + 𝐸3 − 𝑀3 = 𝑋3 
 

①式を行列によって表すと、次のように表すことができる。 

 

(

𝑎11 𝑎12 𝑎13

𝑎21 𝑎22 𝑎23

𝑎31 𝑎32 𝑎33

) ∙ (
𝑋1

𝑋2

𝑋3

) + (
𝐹1

𝐹2

𝐹3

) + (
𝐸1

𝐸2

𝐸3

) − (
𝑀1

𝑀2

𝑀3

) = (
𝑋1

𝑋2

𝑋3

) 

ここで、(

𝑎11 𝑎12 𝑎13

𝑎21 𝑎22 𝑎23

𝑎31 𝑎32 𝑎33

) = 𝐴 (
𝑋1

𝑋2

𝑋3

) = 𝑋 (
𝐹1

𝐹2

𝐹3

) = 𝐹 (
𝐸1

𝐸2

𝐸3

) = 𝐸 (
𝑀1

𝑀2

𝑀3

) = 𝑀 

とすると、さらに簡略化して次のように表すことができる。 
 𝐴𝑋 + 𝐹 + 𝐸 − 𝑀 = 𝑋 ・・・② 

 

②式を、 について解くと、 

𝑋 = (𝐼 − 𝐴)−1(𝐹 + 𝐸 − 𝑀) ・・・③（ 𝐼 は単位行列） 

 

となる。この (𝐼 − 𝐴)−1の成分（ 𝑏𝑖𝑗）を「逆行列係数」といい、これを一表にまとめた

ものが「逆行列係数表」である。 

 

(𝐼 − 𝐴)−1 = (
1 − 𝑎11 −𝑎12 −𝑎13

−𝑎21 1 − 𝑎22 −𝑎23

−𝑎31 −𝑎32 1 − 𝑎33

)

−1

= (

𝑏11 𝑏12 𝑏13

𝑏21 𝑏22 𝑏23

𝑏31 𝑏32 𝑏33

) 

 

 

X
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（3） 逆行列係数表 

 

ある産業に１単位の最終需要が発生した場合、各産業の生産額が最終的に何単位

誘発されるかを示した表である。この逆行列係数表には、最終需要によって誘発さ

れる生産がすべて都内で行われるとする「ア (𝐼 − 𝐴)−1型＜封鎖型逆行列係数＞」と、

都 内 需 要 の 一 部 が 都 外 か ら の 移 輸 入 に 依 存 し て い る こ と を 考 慮 し た 「 イ  [𝐼 −

(𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1
型＜開放型逆行列係数＞」の２種類がある。 

 

ア  (𝐼 − 𝐴)−1型＜封鎖型逆行列係数＞  

 

前述の③式は、移輸入額が外性的に与えられると仮定したモデルである。本ケー

スでは表６－３の値を示す。 

 

表６－３ 封鎖型逆行列係数表（(𝐼 − 𝐴)−1型） 

 そばの実 

（その他の食

用耕種作物） 

そば粉 

（製粉） 

そば屋 

（飲食サービ

ス） 

行和 

そばの実 

（雑穀） 
1.00 [𝑏11] 0.67  [𝑏12] 0.42  [𝑏13] 2.09  [𝑏1∗] 

そば粉 

（その他の製粉） 
0.00  [𝑏21] 1.17  [𝑏22] 0.74  [𝑏23] 1.91  [𝑏2∗] 

そば屋 

（飲食サービス） 
0.00 [𝑏31] 0.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏3∗] 

列和 1.00  [𝑏∗1] 1.83  [𝑏∗2] 2.17  [𝑏∗3] 5.00  [𝛴𝑏𝑖𝑗] 

 

しかし、移輸入は国内の生産活動によって誘発される性格のものであり、内生的

に決定されると考えるのが自然である。移輸入額が需要𝐴𝑋 + 𝐹の増減に応じて変動

すると考えると、経済波及効果の分析には次の開放型逆行列係数が用いられる。 

 

イ  [𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1
型＜開放型逆行列係数＞ 

 

移輸入係数（＝移輸入÷都内需要合計）の対角行列を 𝑀̂として 

𝑀 = 𝑀̂(𝐴𝑋 + 𝐹) ・・・④   と定義すると、②式は 

𝐴𝑋 + 𝐹 + 𝐸 − 𝑀̂(𝐴𝑋 + 𝐹) = 𝑋・・・⑤ 

更に⑤式をＸについて解くと、 

𝑋 = [𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1

[(𝐼 − 𝑀̂)𝐹 + 𝐸]・・・⑥ 

 

となり、本ケースでは表６－４の値を示す。 
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表６－４ 開放型逆行列係数表（[𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1
型） 

 そばの実 

（その他の食用耕種作物） 

そば粉 

（製粉） 

そば屋 

（飲食サービス） 
行和 

そばの実 

（雑穀） 
1.00 [𝑏11] 0.65  [𝑏12] 0.36  [𝑏13] 2.02  [𝑏1∗] 

そば粉 

（その他の製粉） 
0.00  [𝑏21] 1.14  [𝑏22] 0.64  [𝑏23] 1.78  [𝑏2∗] 

そば屋 

（飲食サービス） 
0.00 [𝑏31] 0.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏3∗] 

列和 1.00  [𝑏∗1] 1.80  [𝑏∗2] 2.00  [𝑏∗3] 4.80  [𝛴𝑏𝑖𝑗] 

 

  都表では、地域内表に留まらず地域間表も公表している。地域間表における投入

係数（𝐴∗）は、地域内取引のみに投入係数が配置され、地域間取引に係る係数は０

となることに注意する必要がある。 

そして、地域間表における逆行列係数は (𝐼 − 𝐴 + 𝑀̂𝐴∗)
−1
型で計算され、前述⑥式の

右項の国内最終需要と輸出は (𝐹 − 𝑀̂𝐹∗ + 𝐸) となる。 

なお、本式における𝐹∗は、最終需要行列𝐹の中の地域内取引に係る部分をだけを取

り出して上下に配列した行列である。 

 

（4） 影響力係数、感応度係数 

 

逆行列係数表の各列和がすべての産業の列和の平均値に対する比率を示したのが

「影響力係数」で、この値が高いほど、他産業に与える影響が大きいといえる。 

≪影響力係数＝逆行列係数表の列和／逆行列係数表の列和全体の平均値≫ 

また、各列部門にそれぞれ１単位の最終需要があった時に、どの行列部門が相対

的に強く反応するかを示したものが「感応度係数」で、本ケースでは開放型逆行列

表において、表６－５の値を示す。 

≪感応度係数＝逆行列係数表の行和／逆行列係数表の行和全体の平均値≫ 

 

表６－５ 影響力係数、感応度係数 

 そばの実 

（その他の食用耕種作物） 

そば粉 

（製粉） 

そば屋 

（飲食サービス） 
行和 感応度係数 

そばの実 

（雑穀） 
1.00 [𝑏11] 0.65  [𝑏12] 0.36  [𝑏13] 2.02  [𝑏1∗] 1.26  [𝑏1∗/𝐵] 

そば粉 

（その他の製粉） 
0.00  [𝑏21] 1.14  [𝑏22] 0.64  [𝑏23] 1.78  [𝑏2∗] 1.11  [𝑏2∗/𝐵] 

そば屋 

（飲食サービス） 
0.00  [𝑏31] 0.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏32] 1.00  [𝑏3∗] 0.63  [𝑏3∗/𝐵] 

列和 1.00  [𝑏∗1] 1.80  [𝑏∗2] 2.00  [𝑏∗3] 4.80  [𝛴𝑏𝑖𝑗] 

影響力係数 0.63  [𝑏∗1/𝐵] 1.12  [𝑏∗2/𝐵] 1.25  [𝑏∗3/𝐵] 

 ※    （本 ケ ー ス の 場 合 、 ）  

n

b
B

ij
 3n
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（5） 最終需要項目別生産誘発係数 

 

各産業における生産活動は、原材料として使われる中間需要や、家計などの最終

需要を満たすために行われている。中間財・サービスとして投入された分も、最後

には最終需要として消費されていることを踏まえると、何れの生産活動も最終需要

を満たすためのものといえる。以上の点から生産は最終需要によって誘発されてい

ると捉えられる。そして、産業連関表では、都内生産額と最終需要額の関係は前述

⑥式で表される。 

 

𝑋 = [𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1

[(𝐼 − 𝑀̂)𝐹 + 𝐸] ・・・⑥ 

 

ここで、最終需要を大別すれば、①家計外消費支出、②民間消費支出、③一般政

府消費支出、④都内総固定資本形成、⑤在庫純増、⑥移輸出になる。そして、各産

業の都内生産額が、どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたかを表したもの

が「最終需要項目別生産誘発額」である。本ケースでは表６－６の値を示す。 

 

表６－６ 最終需要項目別生産誘発額表      （単位：百万円）  

 家計 移輸出 （行和）生産額 

そばの実 

（雑穀） 
363.64 36.36 400.00 

そば粉 

（その他の製粉） 
636.36 63.64 700.00 

そば屋 

（飲食サービス） 
1,000.00 100.00 1,100.00 

 

そして、これを対応する最終需要合計で除したものが「最終需要項目別生産誘発

係数」であり、本ケースでは表６－７の値を示す。 

この係数は、ある最終需要項目が合計で 1 単位増加した場合、各産業部門の生産

が何単位だけ増加するかを示すものである。 

 

表６－７ 最終需要項目別生産誘発係数表 

 家計 移輸出 

そばの実 

（雑穀） 
0.36 0.36 

そば粉 

（その他の製粉） 
0.64 0.64 

そば屋 

（飲食サービス） 
1.00 1.00 
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７ 事例分析 

 
（1） 経済波及の流れ 

 

産業連関表とは、一定地域における一年間の経済取引をまとめた統計表であり、

それ自体で「経済の見取り図」として活用することができる。しかし、さらに一歩

進んで、産業間の相互依存関係等を計数化して数学的手法を用いることにより、あ

る経済活動によって消費、投資、輸出などに変化が生じた際に、各産業部門にどの

ような影響が及ぶかを明らかにする「産業連関分析」としても活用することができ

る。ここで、そばの需要（消費量）の増大（人気の上昇）を例に産業間に生産の誘

発が次々と波及していく仕組みを説明する。 

 

図７－１ 経済波及の流れ 

 中間需要 最終需要 輸
入 

生
産
額 

他
産
業
Ａ 

他
産
業
Ｂ 

そ
ば
粉 

（
製
粉
） 

そ
ば
屋 

（
飲
食
サ
ー
ビ
ス
） 

家
計
消
費 

 

 

他産業Ａ 

他産業Ｂ 

 

そば粉（その他の製粉） 

 

そば屋 (飲食サービス） 

 

 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

 

⑤ 

⑤ 

 □ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

 

□ 

□ 

□ 

③ 

□ 

□ 

□ 

□ 
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粗付加価値 □ □ □ □    （ ）は産業連 

関表の部門名  

生産額 ⑥ ⑥ ④ ② 

 

 

 

ａ商品の最終需要額の増大、すなわちより多くのａ商品を買おうとする動きは、

ａ商品を作っているＡ産業の生産を増大させる。これはさらにその原材料を扱うＢ

産業等の生産も誘発する。産業連関表は、この様子を数値で予測することができる

ところに特徴がある。 

図７－１は、そばの需要増大による生産誘発効果を例にとって波及効果の流れの

あらましを説明したものである。 

① 最終需要部門の家計消費においてそばの都内需要が倍に増えたとすると 

② そば屋（飲食サービス）はその分だけ増産が必要になり、 

③ 中間生産物であるそば粉（その他の製粉）等の生産も誘発し、 
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④ そば粉（製粉）部門はその分だけ増産が必要になり、 

⑤ さらに各々の投入構造により、他の産業Ａ、Ｂの生産を誘発して、 

⑥ 一見、そば屋とはまるで無関係と思われる様々な産業の生産を誘発する。 

この波及効果は、無限に続くものではなく、様々な産業の生産を誘発しながら次

第に減衰していく。 

 

なお、この表では、最終需要の増額は①、生産誘発額は②、④、⑥の項目で示さ

れている。次々と波及が進む様子を産業連関表上で追跡していくと、そばの飲食店

での消費が増加したときの各産業への影響、すなわち経済波及効果を知ることがで

きる。通常、経済波及効果は直接効果、第一次波及効果（第一次間接効果）、第二次

波及効果（第二次間接効果）に分けられ、図７－２に示した流れで計測できる。 

  
図７－２ 経済波及効果分析の流れ  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここで、そば屋（飲食サービス部門）の都内需要が 10 億円増加したと仮定し、分

析を行った。なお、分析に際しては、統合大分類表（38 部門）を用いて計測するこ

ととする。この費用は、全部都内の飲食サービス関連業者に発注されると仮定する。

すなわち、10 億円を対個人サービス部門に入れた列ベクトルを作成する。 

 

そして、上記の列ベクトルを逆行列 1
)A)M(I(I

 ˆ   にかけ合わせることで、生

産誘発額が求められる。本事例では、都内で誘発される生産額は全体で 13 億 4,200

万円となる。 

第 2 次生産誘発額 

第 1 次生産誘発額 

そばの人気が高まる（飲食サービス部門の需要が増加) 

最終需要の増加 

 

中間投入 

粗付加価値 

雇用者所得 

粗付加価値 

雇用者所得 

民間消費支出（家計消費）の増加 

粗付加価値 

雇用者所得 

直
接
効
果 

第
一
次
波
及
効
果 

（
第
一
次
間
接
効
果
） 

第
二
次
波
及
効
果 

（
第
二
次
間
接
効
果
） 
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（2） 産業連関分析の応用―産業連関分析はどんな分析に使えるか― 

 
産業連関表の部門別の詳細かつ整合性のあるデータは、将来の産業構造を推測す

る分析や、経済計画の合理性の判定及び政策の立案等の補助となる「ツール」とし

て有用である。ここでは産業連関表と各種統計との組み合わせや応用モデルによる

分析等の多方面への展開を紹介する。 

 

ア 各種統計との組み合わせ 

・ 実際の税収と営業余剰等から税収の増加見込み額を推測できる。 

・ 雇用者数と生産額の関係をモデル化して、雇用誘発数を推測することができる

（ただし、この際、労働生産性の向上や労働市場の需給率についても考慮してお

く必要がある。）。 

・ 中小企業に対する波及効果等も産業部門ごとに中小企業が占める割合の統計を

使用すれば、推計することができる。 

・ ある財・サービスを生産することにより、汚染物質が発生する場合、その生産

額と汚染物質の発生量の関係を一定の関係式で表せれば、公害の原因となる汚染

物質や廃棄物等の発生量等を財・サービスの生産額から予測することができる。 

 

イ 応用モデルによる分析 

・ 生産物の単位価格は「単位あたり原材料の投入費用＋粗付加価値」と考えられ

ることから、公共料金（投入費用）及び賃金（粗付加価値）の上昇による価格の

波及効果が測定できる。 

 

（3） 分析の留意点 

 

分析に当たっては、いくつかの留意点がある。特に、事例のように産業連関表を

使用して経済波及効果の測定を行う場合、経済波及効果の総額は、その事業による

需要がいくらの生産額を生みだすかを示すものであり、マクロ経済学でいう国民総

生産に上積みされる増加額を示すものではない。産業連関表による分析では、次々

と生産額が累積される点で、乗数効果の分析と類似しているが、次のように全く異

なる概念である（表７－３参照）。 

 

・ 産業連関表の経済波及効果分析では、最初の投資が例えば建設なのか機械を購

入するのかを区別しており、必要となる原材料が異なるため建設と機械購入の生

産誘発額は当然異なる。一方、マクロ経済学の乗数効果分析では、いずれも同じ

投資という概念でくくられ、いずれであっても乗数効果は変わらない。 

 

・ 産業連関表では、中間生産物及び粗付加価値の合計額が生産額であるが、マク

ロ経済学では付加価値のみが生産額である。 

 

・ 乗数効果分析では、≪投資の増加→生産の増加→所得の増加→消費・投資の増

加→生産の増加→所得の増加…≫という循環が対象となるが、産業連関表による

分析では、≪投資の増加→生産の増加→所得の増加≫までで完結し、≪所得の増

加→消費・投資の増加≫は分析の対象とはならない。経済波及効果により生じた

所得の増加によりもたらされる消費・投資の増加の生産への波及効果（これを「第

二次経済波及効果」という）は、再度同様に計算することにより求められる。 
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この他にも、産業連関表自体にいくつかの前提条件があるため、分析を行うにあ

たっては次の点を考慮しておく必要がある。 

 

・ 生産物である商品と産業は必ず１対１の対応関係にあり、１産業が複数の商品

を生産すること及び複数産業が１商品を生産することはない。 

 

・ 生産水準が２倍になれば、使用される原材料の投入量も２倍必要となる等の一

定の比例関係がある。 

 

・ 各部門間における生産活動に相互干渉はなく、各部門が個別に生産を行った効

果の和は各部門が同時に生産を行ったときの総効果に等しい。 

 

・ 需要が拡大した場合でも、供給側の部門の生産能力が需要に対応できない場合

や、在庫によって対応して生産が行われない場合等には波及の中断が考えられる。 

 

表７－３ 経済波及効果と乗数効果 

 経済波及効果 乗数効果 

分析手法 部門別分析 マクロ分析 

投資の種別 区別する 一括し、区別しない 

生産額 中間生産額＋粗付加価値額 付加価値額 

循環の過程 
最終需要増→生産増 最終需要増→生産増→所得増 
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